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研究要旨 

 救急医療における放射線診療での規制整備を進めるために、特別な場合に救急救命部の

初療室において、天井走行型 X線装置の設置を可能とするよう規制を整備すべきかどうか

について検討した。また、今後、天井走行型 X線装置の設置を可能とするよう規制を改正

する場合に、求められる安全確保策の要件とすべき事項を検討した。さらに、救命救急救

命部の初療室における放射線診療に伴う患者や医療従事者等の線量を推計した。 

 救急医療における放射線診療は施設の役割に応じた多様性がある。このため救命救急診

療における放射線診療は施設より、求められる役割が異なっている現状にある。施設によ

っては、救急救命診療の質を維持するために、より現場に負担がなく、しかも、よりよい

情報を提供するような放射線診療システムの導入が必要と考えられている。しかし、高画

質の放射線診療機器は必然的に患者や従事者に与える線量が大きくなる。このため、その

バランスを考えて総合的な観点から最適なシステムを医療機関では整備することが求めら

れる。本研究では、適正な医療を提供するための一助として救急救命診療における初療室

での放射線診療に伴う従事者や隣の患者の線量推計を基に求められる防護策を示した。ま

た、初療室での天井走行型エックス線装置の設置における法令適用上の課題を整理した。 

今後、特殊な医療機関における救急救命部の初療室において天井走行型 X線装置を設置

できるよう規制の整備を目指すのであれば、過去に使用されてきた実績があるものの、そ

れが通知の規定に必ずしも則っていなかった事実を関係者が認識し、特定の要件を満足す

るような医療機関の救急救命部の初療室に天井走行型のエックス線装置が設置できるよう

な法令改正に向けて、規制を整備する必要性とその場合の安全確保の具体的方策を明らか

にすることが求められる。 

 
A.研究目的 

 救急医療における放射線診療は、チーム

医療を基本とする救急医療の現場において

遅滞を許されず、その情報によって後に続

く治療方針に影響を与え、ひいては患者の

予後を左右する可能性もある重要な意義を

持つi。また、緊急診療においては、避けら

れる外傷死の予防が最大の目的であり、こ

のため、生命の維持が初期診療の目標であ

り、それが達成された後に精密検査に移行

する。患者の重傷度が高い場合には、時間

的制約が大きく、必要なことを短時間に実

施することが求められるii。従って、救急医

療における放射線診療もその特性を十分に

考慮し、規制を整備することが求められる。

そこで、救急医療における放射線診療のあ

り方を示すために、救急医療におけるエッ

クス線装置の設置に関する諸問題、規制整

備上の諸問題等について検討した。 

 また、救命救急救命部の初療室における

放射線診療に伴う患者や医療従事者等の線

量を推計した。 



B.研究方法 

B1現状把握及び課題分析 

 現行の規制を調査し、初療室でエックス

線装置を設置することが、どの規定と齟齬

を生じるのか分析した。 

 また、文献調査と現場職員へのインタビ

ューにより、規制の課題とあるべき姿を分

析した。 

B2 救命救急救命部の初療室における放射

線診療に伴う患者や医療従事者等の線量推

計 

 以下の仮定で、救命救急救命部の初療室

における放射線診療に伴う患者や医療従事

者等の線量を推計し、必要な防護策を検討

した。 

B2.1搬入患者数 

 搬入患者は週に約 20名で，救急救命部の

初療室における各患者の平均撮影枚数は 3

枚程度とした。このため、救急救命部の初

療室における 1週間の検査件数は 60回とな

る。 

B2.2検査内容 

 これらの検査内容は、以下のように仮定

する。 

 

（検査の種類と回数） 

頸 椎 正 面 ， 開 口 撮 影 が 20 枚

(80kV,20mAs)200mAで 100msec.×40 

 

［実際には、他に以下のような照射もある］ 

頸椎側面撮影が 10枚(70kV,20mAs)200mAで

100msec.×10 

四肢骨 X 線撮影が 25 枚(55kV,16mAs)200mA

で 80msec.×25 

背 臥 位 胸 部 正 面 X 線 撮 影 が 25 枚

（60kV,3mAs）600mAで 5msec.×25 

骨 盤 正 面 X 線 撮 影 が 10 枚

(80kV,40mAs)200mAで 200msec.×10 

 

B2.3 放射線診療従事者の介助 

 このうち、同一の従事者が 1/3 の症例で

介助するとする。 

 実際には、介助が必要な撮影は頸椎側面

撮影と骨盤正面撮影のみで，さらに介助の

候補者は院内に 10名程度いるので、大幅な

安全側評価となる。 

 

B2.4 照射の条件 

フィルタの材質はアルミニウムで、厚み

は 3mmとした。 

エネルギースペクトルは IPEM Report78

で作成した。 

照射の方向は、下向き、衝立と反対向き、

衝立向きとした。実際には、これらのうち、

水平方向照射は頸椎側面撮影であるが、こ

の撮影では，もう一方の寝台とは逆方向に

向かって照射する機構になっている。この

ため、照射側に患者がいることはない。 

 ビームの幾何学的条件は以下の通りとし

た。 

・小さい救急救命部の初療室を仮定した場

合 

FSDは 50cmで照射野のサイズは患者への入

射面で 50×50 cmとした。 

・大きい救急救命部の初療室を仮定した場

合 



FSD は 110cm で照射野のサイズは患者への

入射面で 35×43 cmとした。 

 

B2.5患者等の条件 

患者のサイズは 40×20×40cm とした。 

医療従事者のサイズは 40×20×100cm と

した。 

患者と医療従事者の距離は 50cmとした。 

距離はいずれも中心軸間である。 

 

（救急救命部の初療室の条件） 

・小さい救急救命部の初療室を仮定した場

合 

部屋のサイズは 400×600×300cmとした。 

患者間の距離は 2mとした。 

・大きい救急救命部の初療室を仮定した場

合 

部屋のサイズは 1040×900×600cm とし

た。 

患者間の距離は 4mとした。 

 

 いずれの面もコンクリートで覆われてい

るとした。 

 

B2.6患者間のシールド条件 

  シールドのサイズは 180×180cmとし、厚

みを 0.1cmで、素材を鉛とした。 

 シールドは患者間の真ん中に設置すると

した。 

 

B2.7計算方法 

EGS4((Electron Gamma Shower Version 4)

を用いた。 

 

 

［倫理面への配慮］ 

本研究は医療放射線の管理のあり方を明ら

かにすることを目的としており、倫理面に

ついて配慮を必要とするものではない。ま

た、個人への聞き取り調査は予め了解を得

てから行った。 

 
C&D.研究結果及び考察 

C&D1．現状と課題分析 

エックス線装置の使用場所に関する

現行の規定 

 エックス線装置はエックス線診療室で使

用することが原則とされている（医療法施

行規則第 30 条の 4）。また、エックス線診

療室には、放射線診療に関係のない機器を

おいてはいけないとされている（医薬発第

188 号通知）。この規定は、放射線診療を専

用の室で行うことを定めている。この規定

の趣旨は、放射線安全の確保である。 

 ただし、特別な場合は、エックス線装置

は、エックス線診療室以外（例えば初療室）

でも移動して使うことができる（医療法施

行規則第 30 条の 14）。この規定により、診

療上必要がある場合に、放射線防護上の要

件を満たしていれば、初療室においてエッ

クス線検査が行えることになっている。 

 

初療室における X 線検査の必要性と

特徴 

 



患者の特徴 
 初療室においては一般的な救急患者のほ

かに特に、脳卒中や心疾患患者をはじめと

する潜在的に生活習慣病を併せ持つ比較的

大柄な体格の救急患者に対する X 線検査の

需要があると推測される。また、意識障害

患者に対する撮影では静止に協力を得られ

ないため、体動の影響を小さくするには、

照射を短時間とする必要がある。このため、

ポータブルエックス線装置ではなく大出力

エックス線装置による短時間撮影が望まし

いとする意見があった。 

 

検査の時期 
 患者の重傷度が増すほど初期の X 線検査

は適応が限られるものの、できるだけ初期

の段階で円滑に短時間撮影が出来ることに

よって、生命維持を脅かす疾患を診断可能

とすることは患者の予後を改善する可能性

がある。 

 また、初期診療に併せて行う気管内挿管

や胸腔ドレナージなどの確認のための X 線

検査も、救急患者にとっては重要である。

これらは、据え置き型のエックス線装置に

Cアームを持つ撮影機構があることにより、

安静臥位のままで安定したポジショニング

により検査することが可能となる。 

 

災害時の対応 
 災害時等には多数の患者を扱う必要が生

じる。このため、救急救命センターでは、

そのような事態を想定し、必要な備えを準

備しておかなければならない。また、日頃

の対応能力を十分に上げて突発的な事態に

応じられるようにしておく必要がある。 

 災害時には、スタッフが足りなくなるこ

とがあり得るので、少ないスタッフでの診

療も想定した機器の設置を考慮する必要が

ある。 

  また、このような施設は、地方自治体に

おいて災害対策の観点から、重点施策と立

案されている経緯がある。このため、その

医療法への適用について、病院の開設許可

（構造設備）を与える部署では、十分に議

論がなされていなかったことも推測される。 

 また、構造設備を兵庫県南部地震のよう

な震災時にいかに救急医療を提供できるか

を考えて作る場合には、現行の規制とそぐ

わない面も生じ得るものと推測される。 

 

求められる画質 

 救急救命診療で必要な装置のスペックに

ついて、診療場面別に、関係者で合意を得

られうる、最低基準を示すことが求められ

る。 

 

・感染症対策 

 血液による感染症対策も考慮する必要が

あるとの意見がある。 

フィルムを直接患者に敷いて汚染した場合

の除去の手段は確立されていないとすると、

天井走行型のCアーム装置を用いることに

利点があると考えられる。 

この課題を考えるには、X線検査も行える

ベッドの、フィルム格納機能の要件や血液

で汚染したフィルムを介した感染症の伝搬



としては、想定しうる状況の設定が求めら

れる。 

 

脳死判定 
ポータブルDSA装置で「脳死判定を行う」

との意図から、救急救命部の初療室を「外

来手術室にしてエックス線透視が可能」と

する案が検討された例がある。 

本当に必要であれば、脳死判定や何らかの

救命救急診療の基準に明記されているので、

省令改正すべきという議論が展開できる。 

しかし、臓器の移植に関する法律の施行か

ら判定の内容が変わった。 

現在の脳死判定は生命徴候の確認，深昏睡

の確認，瞳孔散大・固定の確認，脳幹反射

消失の確認，平坦脳波の確認，無呼吸テス

トとなっている．そこに補助診断手技とし

て脳血流の有無を確認するために脳血管撮

影，もしくはperfusion撮影，CBF測定を行

うことがあるが，必須ではなくなっている。 

 

救命救急診療における放射線診療の

提供方法 

 救命救急診療における放射線診療の提供

方法としては、以下の3つのパターンが考え

られる。 

A) 専用のX線診療室での放射線診療 

 放射線診療のみを行いベッドは

一つ 

 放射線診療以外も行うなどそれ

以外の想定 

B) 初療室でのポータブル装置を用いた

放射線診療 

C) 初療室でのX線装置を設置して行う放

射線診療 

 

 これらについて、法令適用上の問題を記

す。 

A) 放射線診療のみを行いベッドは一つ

であれば、法令適用の問題はない。た

だし、それ以外の想定では現行の通知

と齟齬が生じる。 

B) 医療法施行規則第30条の14（使用場所

の制限）の範囲内であれば、問題はな

い。ただし、この場合は、あくまでも

特別な使用になる。日常的に行われる

のであれば、電離則との整合性が課題

になり得る。 

C) 医療法施行規則の想定外。通知では、

放射線診療室での放射線診療に関係

のない器具の設置や複数の患者の診

療を行うことを禁じている。このため、

これらの規定には反することになる。

従って、安全な診療の確保の観点から

問題があると考えられる場合には、医

療法第24条の施設の使用制限命令等

などの対象になり得る。ただし、これ

までのところ、紛争は発生しておらず、

今後も何らかのトラブルの争点にな

らず、医療機関の責任で安全が確保さ

れるのであれば、事例化しない選択も

あるかもしれない。しかしながら、ガ

イドライン化や教科書に書き込むに

は法令適用について整理することが

避けて通れない。 

 



ポータブルと据え置き型装置の違い 

 薬事法に則った届け出にも記載されて

いるように、現在、上市されている製品の

両者の定格出力には差異がある。ポータブ

ル式のエックス線装置では設定できる管電

流に制約があり必要な光子数を得るには、

必然的に照射時間が長くなるために固定が

困難な患者では、得られた画像の空間分解

能が動きのぼけにより低下する。そもそも、

管電流を任意に増減することがポータブル

装置では不可能である。管電圧も90kV以上

には上げられないために、何らかの散乱線

除去を併用するとして透過する光子数を確

保するには、照射時間を長くせざるを得ず、

同様に動きによるボケが生じる。このよう

に高いコントラストを維持して短時間撮影

をしたいと大容量X線発生装置が必要とな

るが、ポータブル装置では利用可能な商品

が存在しない。 

例えば標準成人の背臥位胸部正面X線撮

影を、焦点－イメージ間距離110cmで撮影し

た場合を両装置で比較するとそれぞれ定格

管電流が異なることから照射時間は以下の

ようになる。 

撮影条件：60kV，3mAs 

ポータブル装置：300mA，10msec． 

据え置き型装置：600mA，5msec． 

心血管撮影に関する文献iiiによれば、動きに

よるボケのない画像を得るためには照射時

間として5msec．以内の撮影が望ましいと

している。救急救命診療では、そこまでの

分解能を必ずしも有しないことも考えられ

るが据え置き型装置の方が、より情報量の

多い画像が得られる。 

 さらに、質量厚みが大きいために必然的

に散乱線成分が増加し被写体コントラスト

が低下しやすいため低電圧でできるだけ短

時間での照射が望ましい背臥位腹部正面X

線撮影検査では，同様に比較すると以下の

ようになる。 

撮影条件：70kV，40mAs，ＧRIｄ＋ 

ポータブル装置：280mA，143msec． 

据え置き型装置：600mA，67msec． 

となり，その格差は更に大きくなる。 

 また、患者が固定されていると、X線照射

の幾何学的条件が限られる。それに対し、C

アーム形式で患者とX線管̶検出器の相対位

置関係を設定しないとよい情報が得られず、

それはポータブル装置の限界を超えている

という意見がある。さらに、ポータブルX

線装置で撮影する際には、撮影時に患者の

下にカセットを挿入する必要が生じるので，

刺創患者などの場合新たな事故を招くこと

もあると考えられる。このような患者移動

時のリスクを小さくするには、据え置き型

エックス線装置とCアームと撮影台を組み

合わせたシステムを構築することが必要と

の意見があった。つまり、ポータブル装置

に比べて、天井を移動するエックス線装置

は、救急時の撮影が容易なこと，患者にあ

わせてX線管が円滑に自由に動けること，C

アームによりカセットを保持せずにすむ

（すなわち被ばくしない）こと，同じくこ

のアームを用いて処置台とあわせたシステ

ムにより，撮影の都度患者を持ち上げるこ



となく撮影できること，など救急診療シス

テムとして従来よりも格段に完成され，患

者にも従事者にもメリットがあると考えら

れた。 

 ただし、移動型Cアーム装置はわが国でも

販売されている(*)、しかし、これらは、術

中透視診断に用いることを前提として設計

した外科用イメージであり、救急患者の一

般X線撮影のように短時間で広範囲の被写

体を撮影できる装置ではない。しかもこれ

らの装置は透視機能を有し、その機能を容

易に撤廃できないため，使用場所は手術室

に限られている。 

 このように、ポータブル装置を救急救命

センターの救急救命部の初療室等で利用す

ることには、診療上、制約が大きいことが

ごくごく一部の現場から指摘されている。

このような装置が上市しておらず、利用が

出来なかったことの原因としては、画像診

断機器メーカー各社は市場規模のマーケテ

ィングを経た上で装置の開発に着手するこ

とや技術上あるいは販売戦略上の要因で、

救急医療に特化した比較的高額となる装置

は今日まで開発対象とならなかったことが

考えられる。なお、救急救命診療に特化し

たエックス線装置としては、より汎用性を

高め大きい検出器で広範囲が撮像できる一

方で小さい検出器で角度をつけてより患者

にも近づけることのできる装置の市場への

投入も求められている可能性がある。複数

の装置を導入できない医療機関はどちらか

を犠牲にするしかない。ここで、大きい検

出器のタイプを設置すると救急救命放射線

診療時にアームを動かすことで患者に危害

を与える可能性も考えられる。このため、

ポータブル装置のような接近警告機能の設

置を検討すべきではないかと考えられた。 

 

・ 規格基準に差異はないが、固定式X線装

置とポータブル撮影装置では性能・機能

が大きく異なっている現状にある。 

・ いずれにしても、救急救命医療の現場で

は、検査法の工夫については、取りまと

めの努力がなされていたものの、必要と

する装置のあり方に関する意見の集約や

装置メーカーに対して、求めるポータブ

ル装置を求めるような活動がなされてい

ないように見受けられた。 

 

ポータブル撮影装置の使用の問題 

少なくとも放射線防護上の問題はなく、

適切に使用されてきたと考えられる。しか

し、救急救命診療でのポータブルエックス

線装置の使用のガイドラインや自主的なル

ール作りについては、その現状を示す資料

が見あたらなかった。 

いずれにしても、現状では、ほとんどの

救急救命部の初療室がポータブルX線装置

で撮影を実施している。これらは複数の患

者が救急救命部の初療室にいる中で撮影す

ることもあり、その防護に関する規制のあ

り方に合理性が欠くとの指摘もある。この

ため、医療機関がきちんと責任を負うので

あれば規制の緩和が考えられる。しかし、

関係業界などでのルール作りも進められて

おらず、機が熟していないと推察された。 



 

救命救急部における放射線診療の放

射線安全確保 

 
（患者の安全） 

 救急救命部の初療室に X 線装置を設置し

た救命救急センターでは、明文化された資

料はないものの、標準的なプロトコールに

従い、適正な放射線診療がなされていると

されている。また、エックス線装置につい

ては定期的な装置の点検がなされていたと

されている。このため、初療室に天井走行

型のエックス線装置設置により検査件数が

増加することもなく、また、必要以上の画

質を求め線量を上げることもなく、幻覚に

品質管理された放射線診療が提供されてい

るとしていた。 

 一方、放射線安全には直接関係はしない

が、放射線診療に伴う安全確保策としてあ

る救急救命センターでは、分離式手術台を

処置用ストレッチャー兼撮影台として用い

る工夫をしていた。このような工夫は各施

設でなされていると思われるが、情報の集

約が十分になされているとは見受けられず、

情報交換の機会や仕組みが不足しているこ

とが伺われた。 

 

（スタッフの安全） 

 この救命救急センターでは、1mm の鉛入

りの遮蔽板を初療室に設置し、撮影時にス

タッフはその後ろに待避している。また、

患者を抑制する役割のスタッフはプロテク

ターを着て患者を保持するが、ポータブル

装置と異なり天井走行型の装置では C アー

ムを活用し、従事者が介助する割合は小さ

い。さらに、診療放射線技師が X 線を照射

する際に必ず救急救命部の初療室内の従事

者にわかるように大きな声で合図し、目視

で確認している。 

 一方、救急救命部の初療室外の他の従事

者の被ばくについては、救急救命部の初療

室の使用中のランプが点灯しているときは、

診療放射線技師もしくは処置に関係してい

る従事者に確認していることを徹底してい

る。 

 他方、救急救命部の初療室以外の患者に

ついては、患者の移動等に関しては従事者

が必ず付き添っているので、むやみに X 線

撮影中の救急救命部の初療室に近づけない

ことを徹底しているとされる。 

 さらに、日常業務する人間は線束方向に

はいないよう注意を払っている。ただし、

患者を透過したビームは大幅に減衰してい

るので、きちんと絞られていると、透過ビ

ームより患者からの後方散乱の方が、強度

が強いので、必要がない場合には患者に近

づかないようにしている。 

 また、この救命救急センターでは、医師、

看護師、診療放射線技師のすべてが個人被

ばく線量計を装着している。このうち、プ

ロテクターを装着し撮影時に患者の介助を

するものについては不均等被ばくも測定し

ている。今まで初療室における撮影による

有意水準（検出限界は 100μSv/1 月）を超

える被ばくが看護師に認められたことはな

いとされる。 



 5 年以上勤続するこの救命救急センター

職員の個人被ばく歴の 5 年累計被ばく線量

値（mSv）を以下に示す。 

診療放射線技師：4 名 

3.8, 2.8, 4.0, 1.8 

（平均 3.1mSv、標準偏差 0.9mSv、変動係数

30%、最大値 4mSv） 

医師：9 名 

0.3, 0.4, 1.2, 0.1, 0.5, 0.3, 0, 0 

（平均 0.35mSv、標準偏差 0.36mSv、変動係

数 100%、最大値 1.2mSv） 

看護師：26 名 

0, 0, 0, 0, 0, 0, 0, 0, 0.4, 0, 0.4, 0, 

0.4, 0.1, 0, 0, 0, 0, 0, 0, 0, 0, 0, 0, 

0, 0.1 

（平均 0.05mSv、標準偏差 0.13mSv、変動係

数 130%、最大値 0.4mSv） 

なお、これらの線量は初療室のみではな

く、手術室、ICU、血管造影室での勤務を含

んだ値である。 

 

（隣の患者の防護） 

 救命救急センターでは複数の患者が救急

救命部の初療室にいるような状況が起こり

える。このため，固定式であろうとポータ

ブル方式であろうと多方向へのX線撮影が

容認できるかどうかを決めておく必要があ

る。ある救命救急センターでは、救急救命

部の初療室に同室する患者がいて，線束が

その患者の方向を向かざるを得ないときに

は鉛衝立（遮へい能力：1．0mmPb）を設

置している。また、散乱線による曝露も、

その救急救命部の初療室に隣の患者が搬入

された時に限定され、高々1撮影あたり2μ

Sv（漏洩線量測定から換算）程度であると

している。 

 また、放射線防護策や（防護衝立などの）

付属物、管球自体などが職員、患者の動線

の邪魔になることなどデメリットへの対応

も十分になされている。むしろ、物理的な

障害としては、ポータブル型エックス線装

置装置よりも天井走行型エックス線装置の

方がより現場への負担は少ない。 

 さらに、患者処置テーブルが撮影台とし

て使えることや専用撮影台の場合において

使用時以外ではパーキング位置に移動でき

るようにしていた。 

・処置中の患者とX線撮影中の患者との間に

鉛衝立を並べるなど、隣の患者や、直接X

線撮影に関わっていない医療従事者のX線

が照射されることがない構造とするなどX

線被曝管理が確実に行えるようにできる。 

 一方、このような診療を認めるかどうか

は、患者の立場から、複数の患者が救急救

命部の初療室にいる場合の放射線照射を認

めた場合とそうでない場合の利害を比較す

ることが考えられる。 

・ ここで、複数の患者が救急救命部の初療

室にいる場合の放射線照射を認めた場合

の利益は救命処置患者の救命や

QOL(Quality of life)の増加である。 

・ また、そのことによる不利益は散乱線に

よる被ばくである。 

・ 一方、認めない場合の利益は散乱線被ば

くの低減が考えられるが、ポータブル装



置の不適切な使用の方が散乱線による被

ばくが大きい可能性もある。 

・ 従って、相互のX線撮影による被ばくを

低減することを条件に複数患者の同室に

よる診療を認めるのが、患者の視点から

は合理的であると思われる。 

・ ただし、このような方策を実現するには、

安全に関する運用マニュアルなど十分な

準備をする必要がある。 

 

(*) 

http://www.medical.philips.com/jp/produc

ts/xray/products/c_arms/ 

 

救命救急部における X 線診療室の設

置レイアウト 

 救命救急診療において放射線診療は極め

て重要な役割を果たす。このため、各施設

では、それぞれ、そのレイアウトを工夫し

ている。例えば、ある救命救急センターで

は、初療室から直接、X線CT室に行けるよ

う構造を工夫している。また、救命医療施

設のあり方を示したテキストivにはいくつ

かの施設が例示されている。 

 

初療室における X線検査の設置例 

 ある自治体では 3 箇所の施設で設置され

ている。施設の種類は、救命救急センター2、

大学病院救急室 1である。他に A県立中央

病院、B 県立災害医療センター等にも設置

がされている。このうち、ある施設の設置

例を図 1 に示す。設置時の法令適用ではエ

ックス線診療室として扱われていたが詳細

は不明であった。 

 また、この自治体では 20年以上前に公立

病院（急性期医療機関）の救急診療室に固

定式エックス線装置を設置していたとされ

ている情報もあったが確認はできなかった。

なお、現在、この医療機関では、救急救命

救急救命部の初療室に据置型の X線装置は

設置されていない。 

他方、C 病院では、救急救命部の初療室

に設置している固定 X 線装置による撮影及

び救命救急救命部の初療室および移動型 X

線装置による病室（病室のベッド数 19 床）

撮影を行っている。この医療機関での、救

命救急救命部の初療室における 1 日の平均

検査件数は、救急救命部の初療室に設置し

ている固定 X 線装置による撮影及び透視件

数は約 0.8 件、移動型 X 線装置による病室

撮影は約 12 件である。この病院での救急患

者は、意識障害患者など特殊救命救急を必

要とし、重症患者の多くは、X 線撮影検査

を含む処置の迅速性が求められることにな

るとされている。また、交通事故などによ

る外傷性血管損傷による IVR や、当院に設

置されている脳梗塞センター、ハートコー

ルセンターによる IVR などの高度な救急医

療に対応できることが重要な役割となって

いる。そのためには、X 線検査と処置が迅

速に対応できる構造であることが必須条件

であり、チーム医療が円滑に遂行するため

に、X線管は天井懸垂走行 Cアーム型 X線

装置とし、使用時には天井走行移動によっ

て目的患者の撮影が行える機能を有するこ

とが必要であると認識していた。 



 ただし、初療室にエックス線装置が設置

できないことの不利益の程度を定量的に見

積もった報告は検索した範囲では見あたら

ない。また、そうすべきとする学会等の報

告書も存在しない。世界標準の考え方にも

なっていない。そもそも、これを課題とし

て取り組むべきとした論文も検索できなか

った。その一方、インタビューした範囲で

は放射線科医からは規制の見直しはむしろ

放射線防護上問題であるとのコメントが得

られている。このように、初療室に天井走

行型のエックス線装置の設置については、

その必要性に納得が得られているとは言い

難く、これら少数例での独自の取り組みに

留まっている。 

 事実、2006年1月5日に開院した東海大学

附属病院（神奈川県伊勢原市）では、画像

検査センターを高度救命救急センターに隣

接させるだけでなく、高度救命救急センタ

ーと一体的な運用を想定した画像検査部門

を高度救命救急センター内に設け、そこで、

X線CＴ・血管造影・ＭRI（廊下を挟んだ画

像検査センターに他にMRIが5台ある）・X

線装置（ただし、一般撮影室は救急ホール

をはさんだ反対側に設置）が連続的に使用

できるようにするなど、画像診断の活用を

十分に考慮しているものの、救急救命部の

初療室内にはX線装置を設置せず、緊急患者

の撮影では従来通りポータブルエックス線

装置を用いた撮影を実施している。 

 一方、救命救急施設にエックス線装置を

設置できるようにした場合の、隣の患者や

医療従事者等の不利益の程度も検索した範

囲では見あたらなかった。また、前述した

ように、この件について、関係する学会で

は報告書等をまとめた形跡も見あたらない。

このため、制度の整備が必要かどうか、制

度を整備した場合の防護基準などは、改め

て検討する必要があると考えられる。この

場合の検討としては、救命救急センター等

の救急救命部の初療室に X線装置を設置で

きるように規制を改正する必要性について、

固定式装置とポータブル装置を実際に用い

て診療を実施する救命救急医と診療放射線

技師らに協力してもらい、相互の運用上の

比較し、判断分析することに加えシミュレ

ーション計算などで利益と不利益の程度を

推定することが考えられる。 

 

現場からの要望 

 救命救急を取り扱うごく一部の医療機関

からは、救急救命部の初療室に X 線装置が

あると、短時間に他の処置に邪魔にならず

に撮影の準備・撮影が行えることから、動

線、操作性を第一に考えて、初療室に天井

走行式エックス線管保持装置を有するエッ

クス線撮影装置を設置したいとの要望が寄

せられている。 

 ただし、学会等としての要望までは至っ

ていない。事実、他の自治体において確認

された、同様の要望は平成 16 年度に 1 件寄

せられたのみであった。この要望では、救

命救急施設の初療室に固定型のエックス線

装置があることのメリットが述べられて折

り、特例として認めて欲しいとのことであ

った。これに対し、応対した自治体は、現



行の規制において、法令適用上、その要望

に対応できないことを説明し、その医療機

関の納得を得ている。 

 

現場職員の理解を得る方策 

初療室には、鉛衝立が設置されており、X

線検査時に必ず隠れるように促しているこ

とから、職員から被ばくに対する不安や、

不満が出たことはない。したがって、医療

従事者としての被ばくに対する理解は、十

分な管理体制をとり、遮蔽物などを十分に

用意することによって得られるとしていた。

しかし、その従事者は納得していても、労

災認定の紛争時などに、その家族までが規

制当局や管理者の責任を問うことがないこ

とは保証されなかった。 

 教育訓練としては、他科の職員のオリエ

ンテーションとして、「X線被ばくについ

て・各装置のどこからX線が曝射されている

かまた、被ばくをしないためにどうすれば

よいか」なども加え、常に診療放射線技師

は他の職員や患者に対する被ばくへの意識

を促しているとされる。 

 

救命救急部における放射線診療のあ

り方 

 患者の予後を改善させるようにルールを

整備する必要がある。ただし、他の多くを

犠牲にすることにも限界があり無限に資源

を投入できない。また、職員に過度の負担

を強いるルールを採用すべきではない。い

ずれにしても、総合的な観点から、バラン

スを考えざるを得ない。特に、単に画質が

向上するからと言って線量を増加する手段

を採用すべきではなく、隣の患者や従事者

の放射線防護は重要である。 

 もっとも、救命救急のスタッフは、患者

の救命のために、多少の電離放射線曝露を

覚悟すべきという考え方に合意が得られ、

かつ、患者の線量コントロールが十分にな

されれば、職員の安全確保策に関する議論

は不要になる。しかし、そもそも、ポータ

ブル装置であれ据え置き型の装置でも、い

ずれも、救命救急のスタッフは退避でき、

むしろポータブル装置の方が職員の介助の

手間が軽減できるという意見がある。 

 他方、脳卒中・心筋梗塞及び高速自動車

道等における交通事故の増加に対応できる

高度な救急医療機関が地域で1~2ヵ所しか

ないなど、救命救急センターの増設が急務

でありながら、救急医の確保が困難な事情

等により救命救急センターが未整備の地域

については、10床規模の「新型救命救急セ

ンター」の設置も視野に入れ、地域の実情

に応じた三次救急医療体制の早期整備を図

ることとされているv。このため、コストも

勘案した施設整備のあり方を明らかにする

必要があるものと考えられる。 

 

関連課題 

NICUにおける放射線診療 

 大分県立病院の小野らは、NICUにおけ

る放射線診療の実態を調査しているvivii。こ

の調査は、大分県立病院のNICUに1994年1

月から1999年9月の期間に入院した2,408 

症例について放射線検査を確認したもので、 



 ELBWI-a児では入院中にNICU内で平均

して約26回のX線検査を受けていたことを

明らかにしている。また、 

1) 出生体重が小さいほど入院期間が長い 

2) 出生体重が小さい検査の件数が多い 

ことも明らかにしている。このように、初

療室だけでなく、新生児救急医療処置室な

どでは、患者の重篤度などによっては、エ

ックス線診療室以外で相当量の検査が行わ

れている可能性がある。 

しかし、移動型X線装置を用いた放射線診療

室以外の室での使用は特別な場合に限られ、

自治体による事前安全評価の対象外となっ

ていた。そこで、診療上、高頻度の放射線

診療が必要であるのであれば、その放射線

防護についても自治体による事前の確認作

業が求められると考えられる。また、この

他、ICU(intensive care unit)等の放射線診

療では、 

・ 初療室での透視検査が必要かどうか？ 

・ 透視と撮影の定義（透視はリアルタイム

モニタリングするもの？動画記録などシ

ネ撮影は撮影？） 

・ 透視と撮影における放射線防護の基準

（透視では線量率の上限を設けている。

撮影でも設けるべきか否か。） 

なども課題になり得ると考えられた。 

 

この章のまとめ 

 救急医療の現場として必要なことを実現

できるように規制を整備することが求めら

れる。このため、どのような条件整備が必

要かを明らかにする必要がある。 

 このように、放射線の利用の規制の緩和

は、利用による利益と被曝等による不利益

をもたらす可能性がある。このため、国民

の視点でトレードオフ分析して、よりよい

制度の導入を図る必要がある。そのために

は、今後、本研究で課題とされた論点につ

いて救命救急関係の学会等に意見を求める

なり、現場でデータを得るなり、適当なモ

デルを作ってシミュレーションするなりし

て、科学的根拠を基に国民に資すると考え

られる規制整備のあり方を検討することが

求められる。 

 

 

C&D2．救命救急施設における放射線被ば

くの推計 

 
C&D2.1患者 
 患者の線量は部屋のサイズにはほとんど

影響を受けなかった。床や壁からの散乱線

の寄与はとても小さい。 

表 4 に一回の検査あたりの患者の平均吸収

線量(mGy)を示した。 

C&D2.2 医療従事者 
壁からの散乱が減るので医療従事者の線

量は大きい救急救命部の初療室の方が少な

い。 

 ただし、室のサイズが異なることによる

電離放射線曝露量の違いは高々3 割程度に

過ぎない。また、患者からの距離が遠くな

ると、壁からの散乱の相対的な寄与が大き

くなるので、その違いが大きくなる。しか

し、室のサイズを大きくすることによる線



量低減効果には限界がある。表 5 に週あた

りの医療従事者の平均吸収線量(mGy)を示

した。 

 

C&D2.3 隣の患者 
隣の患者の線量は検査を受けた患者の線

量の 10万分の 1程度であった。衝立は患者

の線量を 1/10低減する効果がある 

部屋のサイズを大きくすると防護衝立の

相対的な大きさが小さくなるので、衝立周

囲からの回り込み散乱線量が増加し隣の患

者の線量は増える。 

また、散乱線の飛行経路のため、床に向け

て照射するよりも、衝立に向けて照射した

方が条件によっては線量が減る。 

一方、衝立がない場合の大きい室でも、壁

からの散乱の寄与が低下し、患者からの後

方散乱の寄与が相対的に増加するので、隣

の患者がいない方向に照射することの意義

は相対的に小さくなる。表 6 に週あたりの

隣の患者の平均吸収線量(μGy)及び検査を

受けた患者との線量比を、表 7 に防護衝立

がない場合の隣の患者の平均吸収線量(μ

Gy)及び検査を受けた患者との線量比を示

した。 

 また、0.5mmの鉛の壁を設けた場合、隣

の患者の週あたりの線量は 0.5μSv になっ

た。 

C&D2.4 線量推計に関する考察 
1 患者 

・繰り返して検査すると患者の線量は多く

なる。しかし、救急患者に緊急救急救命部

の初療室で X 線検査を実施するのは搬入時

のみであり，繰り返し被ばくはありえない。

救急救命部の初療室に天井走行型のエック

ス線装置を設けても検査件数が増加するこ

とはない。 

 

2 医療従事者 

・ 繰り返して検査すると医療従事者の線

量は多くなる。50cm程度の距離で多くの

検査を介助する場合は、防護策を検討し

た方が良いと考えられる。救急救命セン

ターの救急救命部の初療室での放射線診

療では、介助者は放射線防護プロテクタ

ーで防護しており、このような曝露量に

なることはあり得ない。また、救急救命

医療では、作業の分担が基本思想として

徹底されており、特定の従事者のみの負

担が増えることはあり得ないviii。 

 

3 隣の患者 

・ 隣の患者の線量は衝立によって 1/10 程

度に小さくすることができる。また、照

射方向を工夫し、衝立方向を避けると線

量を半分程度に低減できる。 

・ 衝立がなくても、照射方向を工夫すると

0.1mSv/週を超えない。距離を確保するの

は有効な方法である。 

・ 下向きに照射した方が、患者と逆方向に

照射するよりも線量を小さくできる。 

 

4 検討のまとめ 

緊急救急救命部の初療室に天井走行型エッ

クス線装置を設けても（設けると）、 

(1)検査件数は増加しない。緊急救急救命部



の初療室に天井走行型エックス線装置を設

ける件は、これまで、これを認めると歯止

めなく検査がされるのではないかとの放射

線科医の意見で前に進んでいない現状にあ

る。しかし、これは誤解で、基本的な認識

に誤りがあると考えられる。このため、緊

急救急救命部の初療室に天井走行型エック

ス線装置を設けても検査件数が増加しなか

ったデータや安易に検査が行われておらず、

そもそも、救急救命部の初療室での検査の

適応は変わらないことをデータで示すこと

が求められる。 

・ 救急救命センターの救急救命部の初療

室に天井走行型のエックス線装置を設け

た場合の防護はポータブル装置を用いる

施設よりも徹底している。すなわち、こ

の救急救命センターでは，救急救命部の

初療室が管理区域となっており、遮蔽能

力は一般の撮影室並みとなっており、室

に設けられた全てのガラスに診断領域の

X 線エネルギーにおいて鉛が 1.5mmPb あ

るのと同等のシールド効果が付与されて

いる。一方、このセンターと同程度のポ

ータブル X 線装置を用いた検査を行う施

設では、救急救命部の初療室内部での遮

蔽物は鉛衝立だけである。ただし、この

救急救命センターの職員が他のセンター

よりも多く被ばくしていることの原因は

よくわからなかった。救急救命センター

の救急救命部の初療室に天井走行型のエ

ックス線装置を設けるように規制を整備

するには、さらに、実態を明らかにする

必要がある。 

 

(2)画像の質はよくなる。X線写真は 1)いか

に高コントラストな画像を得るか，2) いか

に動きの少ない画像を得るかという技術に

かかる。 

・ このため、1)コンプトン散乱を減らすた

めには，高いコントラストを得るために

比較的低エネルギーでしかも診断に寄与

しない極低エネルギーの光子をカットし

た至適エネルギー領域の単色光に近い X

線を用い、かつ、できるだけ小さい焦点

にすること、また、照射する光子数を増

加させるために、管電流を増やすか照射

時間を長くすればよいことになる。 

・ 他方、2)動きの少ない画像を得るには、

照射時間をできるだけ短くすればよいこ

とになる。 

・ このため、救急救命診療に限らず、低電

圧で大電流の流せる，大容量 X 線システ

ムが優れている。このため、ポータブル

X 線装置は技術的に不利になる。事実、

このセンターでは背臥位胸部正面 X 線撮

影では天井走行型エックス線装置を用い

600mA の管電流で照射時間が 5msec と極

めて短い、動きのぼけの少ない画像を得

ている。 

・ 他方、救急救命では画像の質をそれほど

追求する必要はなく、ポータブル X 線装

置で何ら問題はないという意見もある。

また、このセンターでは、600mA の管電

流を達成するために焦点サイズを 1mm×

1mm としている。このため、半影の許容

範囲を 0.2mm とすると、その基準を満足



しておらず1、過剰な光子数で画像の空間

分解能を維持しており、被ばく線量が過

大ではないかとの危惧も生じ得る。 

 

(3)診療のパフォーマンスが上がる。 

診療の質がよくなる。例えば、脊椎骨折の

患者さんの側面撮影においては、大出力 X

線装置が有用であるとされている。しかし、

この利点について定量的なデータは見つけ

られなかった。患者を遠くの X 線室まで搬

送して，撮影台に移し換えてしか出来ない

撮影が初期に容易に撮影でき，本格的な治

療へと円滑に移行することが可能となる． 

 

 

C&D3．法令適用の分析 

移動型の装置の一時的な利用として

の取扱いの可能性 

 初療室の天井にレールやチャンネルを設

                                            
1一般的に臥位の撮影ではエックス線管焦

点と放射線計測器の距離が 100~110cmで

ある．被写体の厚さを 22cm とすると半影

の大きさは下記の式で表せる．  

H=F*b/a 

ここで、 F：焦点サイズ，a：焦点被写体間

距離，b：被写体イメージ間距離 

半影はボケ像の識別限界である 0.2~

0.3mm にする必要があるので焦点サイズ

を厳しく見積もると、以下のように 0.8mm

の焦点になる。通常は大焦点で 1.2mm，小

焦点が 0.6mm 程度の X 線管がよく使われ

ている。 

置すること自体を妨げる規定は見あたらな

い。また、天井走行のチャンネルに沿って

動く、移動型装置であるとみなすことの可

能性は、わが国では移動型装置の要件が明

確に示されていないこともあり、完全には

否定しきれない。現に、キャスター付きの

結石粉砕装置が医療法上、移動型エックス

線装置として扱われ、設置されたエックス

線装置への安全装置設置義務（複数台の装

置を備えた場合のリレースイッチ設置義

務：通知）を回避した例がある。また、韓

国では移動型装置とそうでない装置で管理

義務が異なることから、装置にキャスター

を付け移動型と称する装置が出現したこと

から、移動型装置の定義について通知が発

出された経緯もある。 

 

初療室をエックス線診療室として扱

うことの法令上の課題 

 初療室をエックス線診療室とすることも

考えられるので、その場合の問題点を明ら

かにする必要がある。似たような構造では、

医療法で措置した手術室で移動型発生装置

を使うことが障害防止法の規定整備がなさ

れていないため、現場で実施できないとさ

れている事例がある。その件は、文部科学

省として、あらかじめ手術室も放射線発生

装置として許可を取り、施設検査に合格し

ておけば、使用の都度、施設検査を受ける

ことなく使用は可能であるとの考え方を示

している。ただし、管理区域としての措置

は必要としていたため、医療機関からの許

可申請がなされていない実情にある。本件



については、平成 17 年度の法令改正で、管

理区域の一時的解除に関する特例で「放射

線発生装置を他の管理区域に移動したと

き」も加えられており、医療法での対応も

検討課題になりえると思われる2。これまで

は、手術室や ICU での RI 検査が認められて

いるために、救命救急の救急救命部の初療

室でも一定の要件を満たせば認められるよ

うにすべきという意見がある。 

 一方、救急搬送されてすぐに X 線撮影が

必要になるケースはなく、まず処置を行い

エックス線診療室に運んで X 線検査を行う

ことで十分である、どうしても動けない人

はポータブルで撮影すればよく、制限を緩

和すると救急救命部の初療室に CT も入っ

てしまうことになり、放射線防護上、見過

ごせないとする意見もある。確かに、救急

救命では、生命の維持が最も重要であり、

それが果たせてからの高度医療機器を用い

                                            
2 第 15 回放射線安全規制検討会 
資料 15-5 

---------------------------------------- 

放射線発生装置の手術室での使用の提案につ

いては、病院内での複数の場所での使用であ

るので、あらかじめ手術室も放射線発生装置

使用室として許可を取り、施設検査に合格し

ておけば、複数の使用室で使用する運用は可

能ではないかと考えています。使用室を変え

る都度、施設検査を受けることは要しません。

ただし、管理区域としての措置が必要となり

ます。 

管理区域としての措置については、今回の改

正で新設する修理時の健康診断等の特例につ

いて、「放射線発生装置を他の管理区域に移動

したとき」を加えることを検討しています。 

---------------------------------------- 

http://www.nucmext.jp/news/siryou/ri15/2

0041130_01e.pdf 

 

た精密検査となる。従来からポータブルエ

ックス線装置が救急救命部の初療室に配備

されていたこともあり固定式エックス線装

置をことさらに設ける必要はないとされて

きたと推察される。しかしながら、多発外

傷患者など生命に危機が及んだ重症患者に

対し、Primary Survey で胸部や骨盤の一般

X 線撮影を行うことが外傷診療のガイドラ

イン（JATEC）にも記載され、それが普及し

ている現状を考慮すると、被ばくに対する

安全を確保できるのであれば、円滑にかつ

迅速に高画質の画像を取得することが可能

な固定式エックス線装置の導入を検討する

ことも十分にありえると思われる。また、

生命の維持が果たせてからは原因疾患の診

断・治療が重要になるので救急救命センタ

ーにおける画像部門のあり方は重要な検討

要素である。 

 以上、検討をまとめると、現行法令上は、

2 つのエックス線装置を同時使用しないこ

と（通知）、同時に複数の患者の処置を行わ

ないことが担保されているか（通知）、本診

療室におけるエックス線撮影装置の使用が、

使用場所等の制限（省令）で規定されてお

り、初療室での天井走行型エックス線装置

の設置について法令適用にあたっては、こ

れらの規定への抵触が課題になる。 

 一方、救命救急の救急救命部の初療室に

エックス線装置を設置することについては、

救命救急での放射線診療の防護に関するガ

イドラインすらない状況であり、救急救命

部の初療室内で放射線診療従事者が放射線

診療に従事することを前提にした、作業環



境管理や事前安全評価を行政機関が第三者

評価するプロセスが踏まれてない現状にあ

った。このため、救急救命医療における放

射線診療の放射線安全に関する基盤を整備

する必要があると思われた。 

 

 また、救急救命部の初療室をエックス線

診療室とした場合には、この救急救命部の

初療室での救急診療がすべて放射線診療に

あたるとしなければ、通知は整合性が取れ

ない。 

しかし、救急救命部の初療室がエックス線

診療室としての構造を満たしておれば、一

般公衆への放射線被曝の影響はない。また、

複数の患者を同時に診療しないのであれば、

隣の患者への放射線被曝の考慮が不要にな

る。このため、患者へのよりよい医療の提

供の観点から、「救急救命部の初療室で行う

救急救命処置全般が放射線診療にあたる」

と判断する手があるのかもしれない。 

 

規制との不整合の解消方策 

 線量の大小に限らず、現行の規定では、

放射線診療室では、同時に2人以上の患者の

診療を行うことは原則として認められてい

ない。ただし、診療上は例外も想定される

のであれば、その必要があり、安全性も担

保できることを確認した上で通知を改正す

ることも考えられる。 

 各自治体における対応状況を表3に示す。

現状では自治体間の対応に差異があり、そ

の統一化が求められる。 

 

病院機能評価における扱い 

  複数の患者を同時に扱いうる救急救命

部の初療室の天井走行型エックス線装置の

設置に関する、関係法令の遵守について確

認した病院機能評価では、「放射線部門に

ついては、適正に管理され運営されてい

る。」としており、現行の規制との齟齬につ

いて言及はない。 

 

C&D4.今後の検討の方向 

学会等における取り組み 

 救命救急を担当する医療機関において、

円滑な救命医療の活動には、患者や医療従

事者の動線、操作性を重視した救急救命部

の初療室等でのエックス線装置のあり方が

求められている。このため、医療機関の設

計では、患者の搬送などについて十分に考

慮されている。しかし、関係学会から放射

線診療施設の設計についてのモデル等は示

されておらず、規制整備に向けた取り組み

は見受けられず、情報交換が乏しい状況で

あると推察された。 

 

エックス線診療室の兼用 

 また、エックス線診療室では放射線診療

に関係ないものの設置が禁止されており、

救急医療における放射線診療のあり方を検

討する際には、その範囲を明確にする必要

があるとも考えられる。これらの検討にお

いては、リスクに応じた管理を課すという

思想に従うと、実効稼働負荷などでエック

ス線装置の使用や設置の要件を区分するこ

とも考えられる。この考え方に従うと、現



状の規制での不合理な制約が大きいようで

あれば、陽電子診療室で単独の X 線 CT 検査

が可能になったように、安全を確保した上

での、空間や資源の有効活用の観点からの

検討も求められよう。 

使用場所の制限の緩和 

 ここで、使用場所の制限を緩和できるた

めの条件を整理してみたい。この場合には、

(1)患者、(2)同室の患者、(3)診療従事者の

放射線安全がいずれも確保されている必要

がある。このため、共通事項として、X 線

装置の使用量（発生させる光子の量など）

や頻度、使用条件を付すことが求められよ

う。 

 次に、それぞれの防護対象について、条

件となりうる項目を掲げる。 

(1) 患者の防護：救急医療における放射線

診療のガイドラインが整備されており、

安易に患者に放射線を照射することな

く、適切な医療が行えること。従事者の

資質が確保されていること。 

(2) 同室の患者：適切な防護措置が講じら

れていること。家族の理解が得られてい

ること。 

(3) 診療従事者：適切な防護措置が講じら

れていること。適切な教育・訓練を受け

ていること。適切な作業環境管理がなさ

れていること。 

これらの要件を満たすためには、院内で

の取り組みが組織的になされている必要が

ある。 

 

その他の要件 

・ 固定式 X 線装置を救急救命部の初療室に

おいて設置する際には、遮蔽能力や注意

書き，表示灯などの要件を満たす必要が

あるとする。 

・ また，設置する場合には、その装置を緊

急時以外の X 線撮影には用いることがな

いとした運用上の規定を医療機関が設け

ることとする。 

・ 救急救命部の初療室は原則として患者

は一人に限った診療体制であるべきであ

る．緊急時に致し方なく複数名の患者が

入った場合には遮蔽物などを用いて必要

な防護を行わなければならない。 

・ 緊急救急救命部の初療室は管理区域と

して運用され，そこで就労するスタッフ

は放射線診療従事者として扱われる． 

 管理者が容認しそうであれば、これも

規定しておくと放射線安全上の危惧（従

事者の被ばくが増えるという放射線科医

の心配）へのある程度の対応となるかも

しれない。 

・ スタッフは撮影時に遮蔽物の陰に隠れ

るか，十分な距離をとり被ばくの防護に

努める． 

・ 撮影時に患者の介助が必要で，致し方な

く立ち会う場合には防護着などを着用し

被ばく防護ができるよう管理者は必要な

措置を講じなければならない． 

・ 透視機能，CT 撮影，RI 検査など一般撮

影以外は不可とする． 

 



諸外国の動向 

 救命救急部に画像診断部門が必要なこと

は、どの資料ixxxixiixiiiにも共通している。ま

た、放射線防護に配慮することが述べられ

ていることも共通している。少なくとも、

複数の患者が処置を受けているスペースに

X線装置を設置することを想定した記述は、

British Columbia Centre for Diseaseのガ

イドラインを除き見つけられなかった。 

 一方、救急救命施設設計に関する教科書

の中には、救急医療で高名な、シカゴの

Stroger Jr. Hospital of Cook countyの外傷

センターの例も示されているものもあった。

このセンターでは，ステーションを中心に

外傷救急救命部の初療室が周囲を取り巻い

ている。X線室はセパレートされた個室とな

っており、周囲の救急救命部の初療室に並

んで組み込まれている。現在、設置されて

いるのは、固定式のX線装置で，Cアームが

付いたFPDシステムである。ここでは最重

症患者の胸部や骨盤のX線撮影はポータブ

ル装置を用いて撮影されている。本システ

ムは、本邦に於いても重傷外傷患者にとっ

て現行の法規制を遵守した上で構築できる

最適なシステムと考えられる。 

 これらに示されたようなレイアウトは、

救命救急の救急救命部の初療室に固定式エ

ックス線装置を設置するものではなく、こ

れであれば、わが国の規制と齟齬は生じな

い。また、その他にも、bed roomにX線装

置を設置している例は見あたらない。 

 いずれにしても、これら現存の規制に合

致した内容のテキストに従うと固定式エッ

クス線装置を用いるエックス線室は分離す

ることが必要なことは明らかで，この救命

救急センター等で採用されているような病

室撮影のようにオープンな環境での撮影は

馴染まないことが伺えた。 

 

（米国退役軍人省施設管理部の指針） 

 救急外科手術室装備計画において据え置

き型のエックス線装置の設置は想定されて

いない。 

 

Note 3 計画時にX線のシールドも検討し、

衝立を鉛張りにする、鉛線入りのドアにす

る、鉛ガラスの観察窓を用いることが決定

される。 

放射線防護の必要性は、ポータブルX線装置

を各手術室でその程度使用するのか、また、

隣接する空間の使用程度によって決まる。 

放射線防護上、鉛板が必要とされた場合に、

鉛板の設置場所や関連した詳細事項は、デ

ザイナーの責任に委ねられる。 

http://www.va.gov/facmgt/standard/dguid

e/ambsurg/ambsg04.pdf 

 

（オーストラリアのある救急医学の大学の

ガイドライン） 

 救命救急エリアには、モバイル X線装置

が必要としているが、据え置き型の装置の

設置は想定していない。ただし、Medical 

Imaging 施設への Direct Access は必要と

している。また、Medical Imaging施設は、

一般用 X線装置と, upright X-Ray設備（立

位撮影装置）が必要であり、蘇生術を施す



区域では、オーバーヘッドのガントリ（C

アーム式エックス線装置と思われる）を設

けることが推奨されている。このような設

備があると、患者の安静を維持したまま撮

影を実施できる。 

http://www.acem.org.au/open/documents/

ed_design.htm 

 

（British Columbia Centre for Disease 

Controlの指針） 

 2005年7月19日付で、複数の患者を扱い

得る救急室での天井走行式のX線管を使う

場合のデザインと配置についてのガイドラ

インを発行しているxiv。このガイドライン

発行の経緯は、救急室のポータブル装置を

天井走行に置き換えたいという医療現場か

らの要望があったからとあり、救急の外傷

患者のケアにおいて移動型装置を用いない

場合に限り適用するとされている。このガ

イドラインではコントロール・ブースを設

け、壁、床、天井に適切なシールドを設け、

事前に、安全評価し、照射時に必要があれ

ばスタッフは防護衣を着用することとされ

ている。 

 この通知は、我が国での規制を見直す際

にも参考になると思われた。 

 

（East Sussex Hospitals NHS Trust の

Conquest 病院の救急部にエックス線室を

設けたというニュース） 

 2005年 5 月 13 日に、事故・救急部のご

く近傍に X線室を設けたことをプレス発表

している。 

http://www.esht.nhs.uk/news/2005/2005-

05-13_xray.htm 

 

（救急外科での X線検査のための設備の提

案例） 

 Philips Electronics は、救急外科での X

線検査のための設備を提案している。この

システムでは患者を動かすことなく検査で

きるとしている。Components は、以下の

通りである。 

   Ceiling suspension (CS 4) 

   Moveable trolley (TF-M) 

   Digital moveable stand (VM) with 

multi-purpose C-arm 

   Features: UNIQUE image processing, 

tracking, automatic collimation 

   Options: DICOM, fully integrated PCR 

Compano 

http://www.medical.philips.com/main/pro

ducts/xray/products/radiography/radiogr

aphy_rooms/trauma.html 

 

 

C&D5．関連課題 

救急医療機関での X線 CT装置の使用

における同時照射防止インターロッ

ク 

 エックス線診療室に複数台のエックス線

を設置する場合には、それが移動型で別室

から一時的に移動したものでない限りは、

インターロックを設置することが求められ

ている（通知）。 



 一方、現在のCＴ装置の殆どは、電源再投

入時にシステムのセルフチェック等を行う

為、システムが立ち上がるまで数分間かか

る。その為､救急医療機関にて使用されてい

る装置に於いて、電源を投入していなかっ

た為に直にスキャンが出来ない、更にスキ

ャンをあせった操作者による操作ミス等、

システムを予め立ち上げていなかったこと

に起因するトラブルの報告がされていると

されている｡ 

 このため、システムの電源はスキャンの

都度投入するのではなく、適正な使用環境

下で常に待機状態にしておくことが推奨さ

れている。温度湿度に関しては､エアーコン

ディショナーを使用する等して、常に適正

な状態を維持しておく事が推奨されている。 

また、使用環境については、装置付属の取

扱説明書に従い、電源を投入する事により

ハングアップを防止する効果がある為、週

数回は電源のシャットダウンを行い再投入

することが推奨されている。従って、イン

ターロックの方法を工夫する必要がある。 

 

手術室における固定式の X 線透視装

置の設置 

 透視を用いない手術も行われているとす

ると、本件と同様の課題が生じる。 

 なお、JIS Z 4703では、移動方法による

医用X線機械装置の分類を、 

 据置形 

 固定形 

 可搬形 

 移動形 

 携帯形 

としているが、これらにおいて放射線防護

面における規格基準の差異はない。 

 

 

E.結論 

 救命救急診療において放射線診療が果た

す役割は大きく、その特性に応じた放射線

安全確保が求められている。しかし、医療

現場において、救命救急診療での放射線診

療のあり方について十分なコンセンサスが

得られているとは言い難い状況にあった。

一方、ある自治体の 3 箇所を含む 7 箇所の

医療機関で初療室に X 線装置が設置されて

いることが確認された。これらは現行の規

制と齟齬があると思われるものの、十分に

放射線防護にも配慮して使用されていた。

ただし、この方式を一般的に認めるために

は、その有効性と安全性について、科学的

根拠を積み重ねる必要がある。 

 今後、救命救急診療において複数の患者

が処置を受けている室に X 線装置を設置し

てもよいように規制を緩和するのであれば、

少なくとも 

・ 初療室における放射線診療 

・ 放射線事前安全評価 

・ 作業環境管理および隣の患者の防護 

・ 教育訓練 

について、関係学会においてその基準を整

備しておく必要がある。また、これらの施

設は（財）日本医療機能評価機構の病院機

能評価で特に問題を指摘されていないこと

から、その評価と医療法との整合性も課題



になると思われた。 
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図 1．ある初療室における X 線検査の設置例
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Table.1 Characteristics of each BW group 

 Number of Infants Duration of NICU stay.d 

ELBWI-a 20 172(110-389) 

ELBWI-b 63 126(74-209) 

VLBWI 186 73.6(40-139) 

LBWI 986 23.8(1-301) 

NBWI 1,153 8.5(1-131) 

Data represent mean  (range)        

Source: K.Ono, K.Akahane, M.Hada, T.Mitarai, Y.Kato, M.Kai, T.Kusama. 
Frequency of X-ray Examinations of Neonates Classified According to Their 
Birth Weight in NICU. IRPA-10, P-17-13, 2000 

 

 

Table.2 Frequency and type of radiographs performed by mobile X-ray examination  

 

 Babygram Chest Abdomen Upper 

limb 

Lower 

limb 

Others Total 

ELBWI-a 12.15(4-22) 10.3(1-30) 0.95(0-7) 1.55(0-3) 0.35(0-3) 0.55(0-4) 25.85  
ELBWI-b 8.62(0-40) 7.9(0-26) 0.75(0-17) 1.11(0-2) 0.14(0-2) 0.08(0-2) 18.60 

VLBWI 4.19(0-18) 3.19(0-17) 0.28(0-7) 0.82(0-2) 0.06(0-5) 0.06(0-2) 8.60 

LBWI 2(0-47) 1.01(0-45) 0.09(0-8) 0.1(0-3) 0.03(0-3) 0.03(0-7) 3.26 

NBWI 1.69(0-26) 0.72(0-19) 0.12(0-7) 0.02(0-1) 0.01(0-2) 0.05(0-4) 2.61      

Data represent mean  (range)        

Source: K.Ono, K.Akahane, M.Hada, T.Mitarai, Y.Kato, M.Kai, T.Kusama. 
Frequency of X-ray Examinations of Neonates Classified According to Their 
Birth Weight in NICU. IRPA-10, P-17-13, 2000 
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表 4 一回の検査あたりの患者の平均吸収線量(mGy) 

救急救命部の初療室の条

件 

 照射方向  

 下向き 衝立向き 衝立と反対向き 

小さい救急救命部の初療

室 

2.9±0.001 2.5±0.001 2.5±0.001 

大きい救急救命部の初療

室 

2.6±0.001 2.5±0.001 2.5±0.001 

 

 

表 5 週あたりの医療従事者の平均吸収線量(mGy) 

救急救命部の初療室の条

件 

 照射方向  

 下向き 衝立向き 衝立と反対向き 

小さい救急救命部の初療

室 

0.63±0.002 0.75±0.002 0.75±0.002 

大きい救急救命部の初療

室 

0.55±0.001 0.56±0.001 0.56±0.001 

 

 

表 6 週あたりの隣の患者の平均吸収線量(μGy)及び検査を受けた患者との線量比 

救急救命部の

初療室の条件 

  照射方向    

 下向き  衝立向き  衝立と反対向き  

 平均吸収線量 線量比 平均吸収線量 線量比 平均吸収線量 線量比 

小さい救急救

命部の初療室 

1.1±0.19 6.4E-06 1.6±0.29 1.1E-05 0.87±0.17 5.7E-06 

大きい救急救

命部の初療室 

2.3±0.28 9.1E-06 1.5±0.23 5.1E-06 1.3±0.21 5.1E-06 
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表 7 防護衝立がない場合の隣の患者の週あたりの平均吸収線量(μGy)及び検査を受けた

患者との線量比 

救急救命部の

初療室の条件 

  照射方向    

 下向き  衝立向き  衝立と反対向き  

 平均吸収線量 線量比 平均吸収線量 線量比 平均吸収線量 線量比 

小さい救急救

命部の初療室 

28±1.0 4.8E-04 79±0.7 1.6E-03 34±0.6 6.8E-04 

大きい救急救

命部の初療室 

5.1±0.4 1.0E-04 16.4±0.5 3.2E-04 17.4±0.2 3.4E-04 
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